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要旨 
 

グローバルバリューチェーン（GVC）、すなわち商品やサービスの国際貿易、投資、研究活動を通
じた企業のネットワークは、1990年代から 2000年代初頭にかけて世界経済において拡⼤した。GVC

は、効率の向上、多様化、知識の普及、雇⽤の創出を通じて、先進国と開発途上国の両⽅に利益を
もたらすものである。 

 

しかし、2007年から 2008年にかけての世界⾦融危機以降、⼈的資本やインフラの不⾜、規制や制度
上の障壁のために GVCの拡⼤は減速している。このような減速は、先進国の製造業企業の⼀部が新
興国からの競争圧⼒を通じて GVCのマイナスの影響を受けたことが⼀因ともなっており、結果とし
て、保護主義的な感情や政策の台頭を招いている。 

 

持続可能かつ包摂的な成⻑を実現する GVCの拡⼤と再編には、（1）⼈材の育成とインフラの整備、
（2）ビジネスマッチングの推進、（3）規制や制度上の障壁の解消、（4）先進国における製造業部⾨
の⾼度化、（5）過度な保護主義的感情の改善が不可⽋である。 
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課題 
 

グローバルバリューチェーン（GVC）の利点 

 

世界経済においては、多数の企業が GVC により国境を越えて繋がっている。GVC は、サプライチ
ェーンや、製造・サービスの両⽅における事業のオフショアリング、株式保有関係、共同研究など、
さまざまな種類の企業間の関係で構成される。このような GVCの拡⼤は、先進国、新興国及び開発
途上国のいずれにとっても、さまざまな形で利益をもたらすものである。 

 

第⼀に、GVC を利⽤できれば、産業⼀式全てを⼀国内で維持する必要がない。むしろ、特定の商品
やサービスの⽣産に特化し、それを GVC に提供した⽅が経済成⻑を達成できる1。したがって、企
業、特に新興国や開発途上国の企業にとって、GVC は雇⽤を創出し、⽣産を増やし、賃⾦を引き上
げることを可能にするものなのである。 

 

第⼆に、GVC により、企業は⾼いスキルを必要としない⽣産⼯場やサービスセンターを賃⾦の低い
開発途上国に配し、⽐較的⾼いスキルが必要とされる管理本部や研究開発（R&D）センターを先進
国に配置することができる。こうしたアプローチは、資源の効率的な配分をもたらし、いずれの国
にも利益をもたらす。 

 

第三に、GVC は、国際的な知識の普及を促進することにより世界経済に寄与する。外国直接投資
（FDI）による国内企業への知識のスピルオーバー（漏出）や、輸出による学習効果は、先進国に
おいても途上国においても⾒られる2。しばしば貿易投資に付随して起こる国際共同研究は、GVC

における重要な要素であり（図 1）、オープンイノベーションの時代において、技術の進歩を加速さ
せている3。GVC を通じた国際的な知識の普及により、先進国は持続可能な成⻑を達成し、開発途
上国は先進国に追いつくことが可能になるため、世界経済の繁栄にとって GVCは極めて重要である。 

 

最後に、GVC が拡⼤すれば、企業は事業パートナーを地理的に多様化させ、政治的対⽴や⾃然災害
など、特定国パートナーから受けるマイナスの影響を軽減することができる。最近では気候変動や

                                       
1 Baldwin（2016） 
2インドネシア、英国、⽶国における FDIのスピルオーバーについては、特に Blomström and Sjöholm（1999）、Haskel, 

Pereira, and Slaughter（2007）、及び Keller and Yeaple（2009）を参照されたい。さらに、産業間の投⼊産出関係におけ
るスピルオーバーについては Blalock and Gertler（2008）及び Javorcik（2004）を、また研究開発における FDIのスピ
ルオーバーについては Todo（2006）、Todo and Miyamoto（2006）、Todo, Zhang, and Zhou（2011）を参照されたい。 
3  Chesbrough（2003）は、オープンイノベーションの概念を発展させている。Iino et al.（2018）によれば、企業が国
際共同研究を⾏った場合、⾏わない企業や国内共同研究のみの企業に⽐べて、特許の質がそれぞれ 36％及び 23％⾼
いことが判明している。 
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地震発⽣周期の変化に起因して⾃然災害による被害が世界経済に影響を及ぼすケースが増えている
が、GVC を通じた事業パートナーの地理的多様化は、リスクを軽減する重要な⽅策となっている4。 

 

GVCの拡⼤を阻む障壁 

 

こうした利点にもかかわらず、2007 年と 2008 年の世界的な⾦融危機以降、GVC の拡⼤が減速して
いる5。これは、GVC が⼆つの⼤きな課題を抱えているためである。第⼀に、企業の多く、特に開
発途上国や先進国の低開発地域にある中⼩企業の⼤半が国際化されておらず、GVC に繋がっていな
いことが挙げられる。国際協⼒が進展しているにもかかわらず、企業間の共同研究は国内でのみ⾏
われ、国をまたいで⾏われていない場合が多い（図 1）。 

 
 

図 1：企業間の共同研究ネットワーク（2006-2010年） 

 
 

 

出典：Iino et al. (2018). Orbisからデータを⼊⼿ 

 
注釈：各点は、世界の企業を表す。共同研究によりつながっている企業同⼠は距離を近く⽰した。⾊は、特許付与
件数の上位 6か国に所在する企業をそれぞれ国別に⾊分けしたものである。したがって、同⾊の塊は国内における研
究協⼒が緊密であることを⽰す⼀⽅、複数の⾊で構成される塊は、国際的な研究協⼒が活発に⾏われていることを
表している。 

 
 

GVC の拡⼤が限定的であることには幾つかの理由がある。第⼀に、よく知られているように、企業

                                       
4 ⾃然災害がもたらす負のショックが国内で伝播することについては Barrot and Sauvagnat（2016）を、また、企業の
国際化がそういった伝播を緩和することについては Kashiwagi, Todo, and Matous（2018）を参照されたい。 
5 McKinsey Global Institute（2019） 

韓国  
  

⽇本   
⽶国   

ドイツ 
   フランス   中国   

その他   
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が国際化（輸出や外国直接投資など）するにあたっての最も重要な決定要素は⽣産性である6。GVC

に参加するには、ビジネスパートナーを探したり、外国市場について学んだりするための初期費⽤
が必要となるが、⼈材のスキルが低く、その結果として⽣産性が低い企業の場合、費⽤を負担する
ことは難しい。したがって、GVCに繋がることのできる企業の数は限られてしまう7。 

 

第⼆に、開発の遅れている国や地域では、輸送や情報通信技術（ICT）のためのインフラ整備が不
⼗分なため、特に初期費⽤が⾼額になる。インフラ設備が脆弱であることは、GVC に参加するため
に必要な製品や情報の流れを妨げる。 

 

第三に、多くの国々が規制や制度上の障壁を設けており、それが国際取引におけるコストを⾼くし
ている。そのような障壁には、外資規制のほか、現地調達率に関する要件、⾮効率的な税関⼿続、
知的財産権保護の不備、査証による規制が含まれる8。2018年の T20におけるポリシーブリーフに⽰
されているように、外国からの通商上の利益に対して G20 諸国が差別的介⼊を新たに⾏うケースも
増えている9。 

 

保護主義の⾼まり 

 

さらに、GVC が拡⼤した結果、⼀部の企業や産業部⾨が競争に敗れることもあるため、多くの国々
の政策担当者は⾃国における GVCの拡⼤に⼆の⾜を踏んでいる。例えば、⽶国においては、中国か
らの輸⼊によって、製造業における所得と雇⽤が悪化すると伝えられている10。また別のエビデン
スによれば、グローバル化は、先進国における所得格差の拡⼤と関連があるともいわれている11。 

 

格差の拡⼤により、多くの国々では保護主義的な感情や政策が⽣まれた。注⽬すべきところでは、
⽶国が TPP（環太平洋経済連携協定）から撤退し NAFTA（北⽶⾃由貿易協定）についての再交渉を
求めて圧⼒をかけたことや、英国による EU 離脱（Brexit）の決定、また⽶国と中国とが相互に関税

                                       
6 Helpman, Melitz, and Yeaple（2004）及び Melitz（2003） 
7 ⽶国企業については Bernard et al.（2007）、欧州企業については Mayer and Ottaviano（2007）、⽇本企業については
Wakasugi et al.（2008）を参照されたい。 
8  関税などの、よりあからさまな貿易制限については他のポリシーブリーフで詳細に論じられているため、本稿では
この問題について取り上げない。 
9 Evenett et al.（2018）. 差別的介⼊の件数については Global Trade Alert（2018）を、またその⼀部具体例については経
済産業省（2018）を参照されたい。 
10 Acemoglu, Akcigit, and Kerr（2016）及び Acemoglu et al.（2016） 
11 例えば Jaumotte, Lall, and Papageorgiou（2013）、Milanovic（2013）、及び Piketty（2017）を参照。所得格差が⽣ずる
もう⼀つの原因として、熟練労働偏重型の技術的変化（skill-biased technological change）（Card and DiNardo 2002）が
考えられる。 
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を引き上げることで両国間の貿易紛争に発展したことなどが挙げられる。これらの保護主義的政策
を⽀えるのが、保護主義的な国⺠感情である。国際貿易により雇⽤が創出されると考える者は、⽶
国及びヨーロッパ諸国の国⺠のうち 30〜40％、⽇本国⺠の 20％に過ぎない（図 2）。グローバル化に
対するこうした懐疑⼼の⾼まりとその結果としての保護主義的政策が GVCの更なる拡⼤を妨げてい
る。 

 

図 2：国際貿易に対する⾒⽅ 

 
出典：Pew Research Center (2018) 

注意点：欧州はフランス、ドイツ、ギリシャ、イタリア、ポーランド、スペイン、英国を指す。 

 
 
 

提⾔ 
 

1. ⼈材育成とインフラ整備 

 

企業の⽣産性の低さが GVCの拡⼤を阻む主な障壁になっていることを考えると、どんな所得⽔準の
国の企業にとっても、学校教育と職業訓練を通じた⼈材育成への投資が GVCに参加するための⼀助
となることは間違いない。先進国では、すでに就労している者を含む幅広い⼈々を対象に、⼤学院
レベルの教育を⾏うべきである。GVC 参加を促す上で、開発途上国では職業訓練教育の⽅が重要で
ある⼀⽅、新興国では、研究開発への外国直接投資を誘致し、国内におけるイノベーションを促進
する上で、⾼等教育が軽視されてはならない。また、世界の⼀部の地域では、輸送⼿段や ICT イン
フラの⽋如が理由で GVCが浸透していない。輸送⼿段や ICTインフラが、貿易、知識の普及、経済

他国との貿易は・・ 

⽶国 欧州 ⽇本 
雇⽤を創出する 雇⽤を悪化させる 
雇⽤とは無関係 その他 
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成⻑に及ぼすプラスの効果については、それを裏付ける実証的エビデンスが⼗分に存在する12。ソ
フトウェア開発やコールセンター業務など、インターネットを通じたサービスのオフショアリング
が GVC の重要な要素となっている以上、ICT インフラの重要性を過⼩評価してはならない。したが
って、G20諸国は、幅広い層の企業が GVCに参加できるよう、輸送⼿段と ICTインフラの整備を増
強するべきである。 

 

インフラの建設資⾦の調達においては、G20 諸国の政府だけでなく、世界銀⾏や地域開発銀⾏など
の国際機関が強⼒な基盤となる。また、G20 加盟国は、インフラ投資のための G20 基⾦を設⽴する
ことが望ましいだろう。 

 

2. ビジネスマッチングと情報発信の推進 

 

企業は、GVC に参加することに消極的である13。なぜなら、情報のスピルオーバーがあるため、ビ
ジネスパートナーを探したり、海外市場について学んだりするコストを⾃分で負担することは⾮効
率的であると考えているからであろう。それならば、例えば、インターネット上の⾒本市やマッチ
ングサイトの開設や助成など、政府が企業間のビジネスマッチングに介⼊し、これを奨励するべき
である。さらに、外国市場における情報の普及も政府が⽀援するべきである14。また、さらなるイ
ノベーションを推進する⽬的で、例えば、科学技術フェアや産学協働などを通じた国際的な研究協
⼒のためのマッチングも、奨励されるべきであろう。これらの政策措置は、特に、GVC に参加する
ための初期費⽤を賄うには規模が⼩さすぎる中⼩企業を対象にすべきである。 

 

3. 規制や制度上の障壁の解消 

 

国際取引のコストを削減するためには、特に以下のような規制や制度上の障壁を低減すべきである。 

 

 安全保障や知的財産権など、特定のケースに関する制限は許容されてもよいが、外資規制や現
地調達率に関する要件は最⼩限にとどめるべきである。 

 

 税関の⼿続きについて開発途上国は、煩雑な⼿続きを簡素化し、通関を電⼦化するなど、効率
化を図るべきである15。 

 

                                       
12 Donaldson（2018）、Inoue, Nakajima, and Saito（2017）、及び Roller and Waverman（2001） 
13 Antras, et al.（2017） 
14 そのような輸出促進制度の効果はたびたび証明されている（Van Biesebroeck, Konings, and Volpe Martincus 2016）。 
15  FTA により輸出⼿続に要する時間が⼤幅に短縮されることで、利益が増加することははっきりしている（Itakura 
2014）。 
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 製品標準を世界標準に合わせ、企業が海外市場に製品を輸出する際に仕様を修正する必要がな
いようにすべきである。 

 

 知的財産権保護を強化し、外国企業が知識活動に従事することを奨励すべきである。 

 

 査証による規制を緩和し、国際的な労働⼒の配分と知識の普及をより効率的に⾏うべきである。 

 

こうした規制や制度上の障壁を低減するアプローチは、CPTPP（環太平洋パートナーシップに関す
る包括的及び先進的な協定）など、最近の FTA（⾃由貿易協定）に組み込まれていることが多い。
このように踏み込んだ内容を含む FTAの締結は奨励されるべきであり、また可能であれば、WTOの
⽂脈に則った新しいルールによって多国間協定に利⽤されるべきである。 

 

4. 先進国における製造業部⾨の⾼度化 

 

先進国の⼀部の労働者は、新興国から受ける競争圧⼒に苦しめられているため、GVC を単に拡⼤す
るだけでは、保護主義的な政策、ひいては世界経済の不安定化を招きかねない。したがって、GVC

のメリットを享受する国⺠の層を広げるために、GVCを再編する必要がある。 

 

そのためには先進国の製造業部⾨を⾼度化する必要がある。先進国が新興国と同⼀製品を⽣産する
限り、決して価格競争に勝つことはできない。したがって、先進国は、より付加価値の⾼い商品や
サービスを⽣産するべきである。そうすれば、先進国にとっても GVCに繋がっていることが必ずし
も損にはならない16。 

 

このような再編を進めるためには、先進国において極めてレベルの⾼い⼈的資本投資を⾏う必要が
ある。メーカーは⾼度な⼈材を得ることで、付加価値の⾼い商品やサービスを⽣産し、さらに研究
開発、プロダクトデザイン、グローバルな経営管理やマーケティングに従事することが可能になる。
この変⾰には、すでに就労している者の再教育と学⽣の教育との両⽅が必要とされる。 

 

さらに、GVC を再編するために、先進国においては、時代遅れの産業を捨て、最先端産業を創出す
る必要がある。産業構造を円滑に転換するためには、産業間のみならず国家間においても労働者の
流動性を⾼めねばならない。したがって、労働市場の流動性を妨げる規制は撤廃されるべきである。 

 

この GVCの再編は、新興国や開発途上国の利益を損なうものではなく、むしろ国家間における産業
の再配分によりこれらの国々の雇⽤を拡⼤させるということを強調したい。さらにこれまでに提案

                                       
16  ⼀部に、業界や貿易の構造によっては、GVC が先進国の製造業にも利益をもたらすことを⽰す研究成果も存在す
る。例えば、Fabinger, Shibuya, and Taniguchi（2017）を参照。 
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した他の政策措置と組み合わせれば、新興国や開発途上国は知識の普及を通じて⾃国の経済成⻑を
加速させることも可能なはずである。 

 

5. 過度な保護主義的感情の軽減 

 

先進国における所得格差の拡⼤が保護主義の源泉であることは間違いない。しかし、原因は他にも
ある可能性がある。図 2 が⽰すように、先進国の国⺠の 3 分の 2 はグローバル化のメリットについ
て懐疑的であるが、グローバル化によって世界経済の総所得が増加することは実証されている。こ
のことは、現在の所得格差の⽔準と⽐較しても、最近の保護主義的な感情が過剰であることを⽰唆
している。 

 

したがって、先進国で⾒られる保護主義的な感情のもう⼀つの原因は、国⺠にグローバル化のメリ
ットに関する知識が⽋けていることである可能性がある。また、前述の Pew Research Center による
調査（2018 年）によれば、先進国では教育⽔準の⾼い国⺠ほど、貿易が雇⽤を⽣み出すと考えてい
るという。これは、教育⽔準の⾼い⼈ほど、グローバル化の悪影響を受ける可能性が低いこともあ
ろうが、グローバル化の恩恵について学ぶ機会が多いことも⼀因だろう。それゆえ、保護主義的な
感情を軽減するには、⼦供はもとより、現時点であまり教育を受けていない労働者など、幅広い層
の国⺠に対して、グローバル化のメリットについて教育を施すことが極めて重要である。 

 

最後に、⼈々が経済的な利益について必ずしも合理的な判断を下すとは限らず、保護主義が⼈間本
来の閉鎖性に根差している可能性があるため、保護主義の台頭に対処する⽅法として、⾏動経済学
的アプローチも検討するべきである17。実証的な研究によると、社会的な交流は他者への信頼と⾃
由貿易に対する⽀持を促進する⼀⽅で、集団内の結束⼒とその集団を超えた社会的対⽴が部外者に
対する根強い不信と敵意を⽣み出すという18。 

 

したがって、国際的な相互理解と信頼関係を促進するためには、共同研究のほか、交換留学、ビジ
ネスや学術の国際会議など、国際交流事業を奨励し、それを政府が助成するべきである。特に、⼦
供たちに対して、外国⼈に対する理解を深め、偏⾒のない公正な⼈間に育つ機会を与えることで、
保護主義的な感情を⼤幅に軽減し、グローバル化による恩恵を⻑期的に増進できるであろう。 

 
 
  

                                       
17 Thaler and Sunstein (2009)及び Dunbar（2016） 
18 Yamamura and Tsutsui（2018）、Goto（2018）、及び Zak（2013） 
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